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C S R 基 本 理 念 

 

 

社是：「信用を重んじ 技術を磨き 社会に貢献する」 

 

 

 当社は、創業以来社是として上記の項目を掲げ、確固たる技術に基づいた社会基盤整

備に取り組んでまいりました。 

当社の主な事業といたしましては地下インフラ整備に貢献する推進工法と、道路、水

道事業などに貢献する PC技術で、それらを支える高い技術力を基盤として社業を発展

させてまいりました。 

 

今後さらに安定した社業の展開を考えるとき、企業の活動目標は利潤追求というよう

な成長指標だけでなく、株主、顧客、取引先、地域、社会といったステークホルダーと

の信頼関係、社会性の重視、社会貢献などを重視する活動していかなければなりません。 

また、それらの活動を実践する当社の職員の育成および教育、長年のパートナーであ

る協力業者の皆さんとの信頼関係の保持も重要であると考えます。 

 

当社の役職員が業務を遂行するにあたっては、社是を念頭にコンプライアンスを重視

して広く社会から信用される企業を目指さなければなりません。そのような活動を維持、

継続することが当社の社業の発展につながるものと考えます。 

 

 

 

以  上 



Ⅰ. コーポレート・ガバナンス 

弊社は、事業活動を続けていくにあたり、従業員、顧客、取引先、消費者、株主、地域

社会、自治体や行政など多様な利害関係者（ステークホルダー）との関わりを中心に据え

た、社会的責任・貢献に重きをおいており、広く社会から信頼される企業となるため、経

営の意思決定と執行における健全性および迅速性を確保し、コンプライアンスの徹底に向

けた委員会の設置、指針作成、浸透施策を実施し、コーポレート・ガバナンスの構築と運

営に取り組んでまいります。 

 

Ⅱ.コンプライアンス 

1.企業行動指針 

弊社は、誠実かつ公正な企業活動を遂行し、地域貢献、環境保全に重きをおき、ステー

クホルダーとの信頼関係を一層強いものとするため、ここに企業行動指針を定めます。 

①法令・規範の遵守 

法令や社会の規範を守り、企業活動が社会倫理に適合したものになるように社会的良識

に基づいて行動する。 

②環境保全 

環境保全を人類共通の課題と認識し、「緑豊かで美しい地球」を子孫に残すために自主的、

積極的に行動する。 

③取引先・行政との関係 

取引先との関係は、公正・透明・自由な関係を構築する。また、政治・行政とは、健全

かつ正常な関係を維持する。 

④反社会的勢力に対する姿勢 

反社会的勢力および団体にたいしては、毅然とした態度で臨み、いかなる名目の利益供

与も行わない。 

⑤企業会計の透明性 

違法な支出等の不正経理を排除し、また、企業会計の透明化、健全化に努める。 

 

2.具体的な取り組み 

機動建設工業グループは、過去に法令違反した事実を深く受け止め、徹底した再発防止

策を継続してまいります。 

①宣言 

  【機動建設工業グループの全役職員は、事業活動において、「法令を遵守し」、「社会的

規範・倫理」を尊重し、常に誠実な姿勢で行動いたします。】 

②グループ内全役職員に対するコンプライアンス教育の徹底 

弊社は、毎年 4 月を「コンプライアンス強化月間」と定め、各部門で守るべきルー

ルを「コンプライアンスマニュアル」に定め、周知活動を実施し、必要に応じて業務



の見直しや、適切なルールの制定を行います。 

また、強化月間終了後は、毎月月初めに実施する安全・工務・管理会議においてコ

ンプライアンス遵守にかかる定期教育を継続的に実施いたします。 

さらに、第三者（顧問弁護士や他社主催の研修会）によるコンプライアンス研修会も

併せて開催いたします。 

③社内監査体制の強化 

   監査室と管理部が連携し、各部門の監査において、コンプライアンスに係わる事項

の服務規律等、社内監査の強化を図ります。 

④内部通報窓口の機能拡大 

弊社の「内部通報窓口」の制度及び運用面での再検討を行い、実効性の確保を図り

ます。 

 

Ⅲ.リスク管理体制 

 コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティー及び輸出管理等に係る

リスクについては、それぞれの担当部門にて、規則、ガイドラインの制定、研修の実

施、マュアルの作成・配布を行うものとし、組織的横断的状況の監視及び全社的対応

は監査室が実施いたしております。新たに生じたリスクについては「リスク管理委員

会」においてすみやかに対応、責任者となる取締役、執行役員を定めております。 

また、法律上の裁判等の専門的な内容につきましては、顧問弁護士など複数の専門

家から必要に応じて指導、助言を受けております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


